
人事行政の状況
を公表します

歳出決算額 (A) 人件費 (B) 人件費率 (B/A)
18,100,901 千円 2,435,988 千円 13.5％

区　分 大　学　卒 高　校　卒
あわら市 182,200 円 150,600 円

国 （Ⅰ種）195,500 円
（Ⅱ種）182,200 円 150,600 円

(4) 一般行政職職員の初任給の状況
（令和３年４月１日現在）

区 分 退職者数 採用者数
職 種 R2.4.1 ～ R3.3.30 R3.3.31 R3.4.1

事務 ３人 4 人 7 人
土木
保育教諭 3 人 1 人
保健師 1 人
社会福祉士
介護支援専門員
司書 2 人
学芸員
技能労務職員 1 人 2 人
任期付職員 2 人 7 人

計 4 人 11 人 18 人

区　分 職　員　数 増減
( 対 R2）部　門 H30 H31 R2 R3

一般行政部門 210 人 216 人 225 人 228 人 ＋ 3
特別行政部門 64 人 55 人 52 人 52 人
公営企業等会計部門 17 人 17 人 17 人 18 人 ＋ 1

計 291 人 288 人 294 人 298 人 ＋ 4
※ 職員数は、再任用短時間勤務職員および会計年度任用職員を除く。
※ 特別行政部門は、教育委員会事務局に属する職員数。
※ 公営企業等会計部門は、上下水道事業や国民健康保険事業などの職員数。

【参考】会計年度任用職員数（令和３年４月１日）48 人　パートタイム職員を除く。

※ 人件費には、市長や議員などの特別職に支給した給料や報酬、
会計年度任用職員（パートタイム職員を除く）に支給した給料などを
含む。

(1) 職員定数の適正化への取り組み
　市では、行政のスリム化と人件費の削減を進めてきました。合併当初 398 人であった職員数は、令和３年４月時点では 298 人と
なりました。北陸新幹線整備に関する事務事業をはじめ、先々の行政需要を見込みながら、今後も適正な職員数の維持に努めます。

(2) 採用者数および退職者数の状況

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額（国ベース）

あわら市 39.2 歳 288,870 円 310,034 円
国 43.2 歳 327,564 円 408,868 円

※ 平均給与月額（国ベース）は、給料月額に毎月支払われる扶養手当
や住居手当などを加え、国と同じ条件で再計算した額。

(3) 一般行政職職員の平均年齢、平均給料
月額などの状況（令和２年４月１日現在）

(5) 職員手当の状況

(3) 部門別職員数の状況（各年度４月１日現在）

(1) 人件費の状況（令和２年度普通会計決算）

給　与　費
１人当たり

給　料 職員手当 期末・勤勉
手当 計

1,104,255
千円

107,286
千円

382,195
千円

1,593,736
千円

4,889
千円

※ 職員手当には、退職手当を含まない。

(2) 職員給与費の状況（令和２年度普通会計決算）

区　分 6 月期 12 月期 計
期末手当 1.300 月 1.250 月 2.55 月
勤勉手当 0.950 月 0.950 月 1.90 月

計 2.250 月 2.200 月 4.45 月
※ 支給月数は、国の支給制度と同じ。

② 期末・勤勉手当（令和２年度支給割合）

区　分 H30 R1 R2
支給額 42,528 千円 28,871 千円 31,208 千円

１人当たり 176,465 円 120,800 円 129,494 円
※ 選挙時の投開票事務に支給した手当は含まない。

③ 時間外勤務手当（普通会計決算）

　   職員の給与の状況

　   職員数の状況

　市では、平成 18 年度から人事評価の試行を重ね、平成 23 年
度から本格運用しています。その評価結果は翌年度の６月およ
び 12 月の勤勉手当や１月の昇給に反映しています。

　   職員の人事評価の状況

区　分 内　　容

扶養手当

1　配偶者 6,500 円 / 月
2　22 歳までの子１人につき　　　　10,000 円 / 月
3　16 歳～ 22 歳の子１人につき　5,000 円加算 / 月
4　配偶者・子以外の扶養親族１人につき　6,500 円 / 月

住居手当 家賃が月額 16,000 円を超える場合、その超えた額に
応じて支給（上限 28,000 円 / 月）

通勤手当

1　交通機関などの利用者
定期券相当額 ( 上限 55,000 円 / 月 )

2　乗用車などの使用者
通勤距離に応じて支給（2,000 円～ 31,600 円）

① 扶養手当など（令和３年４月１日現在）

※ 各手当とも国の支給制度と同じ。

　「あわら市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」の規定に
より、令和２年度の市職員の給与や勤務時間、その他の勤務条件など、
人事行政の概要を公表します。なお、市のホームページには、さら
に詳しい内容を掲載しています。

■ 問合せ　総務課　人事Ｇ　☎ 73-8002

１.

２.

３.

区　分 内　　容

年次休暇 １年につき最高 20 日間。20 日以内で残日
数を翌年に繰り越せます。

病気休暇 負傷や疾病のため勤務できない場合、医
師の証明で認められる休暇です。

特別休暇 結婚や忌引、出産などの特別な事由によ
り認められる休暇です。

介護休暇 家族などを介護する必要がある場合に認
められる無給休暇です。

区　分 給料または報酬月額 期末手当（R2 支給割合）

市長 890,000 円

6 月期　1.700 月
12 月期　1.650 月

計　  3.35 月

副市長 700,000 円
教育長 600,000 円
議長 440,000 円
副議長 370,000 円
議員 350,000 円

(6) 特別職の給料、報酬などの状況
（令和３年４月１日現在）

(2) 休暇の概要

(1) 勤務時間の状況（令和２年度）

処分の内容 降給 休職 降任 免職
処分者数 0 人 ２人 0 人 0 人

処分の内容 戒告 減給 停職 免職
処分者数 0 人 0 人 0 人 0 人

(1) 分限処分の状況
　分限処分は、職員が心身の故障などにより、その職責を十分に果たす
ことができない場合に、本人の意に反して行う不利益処分のことです。

　令和２年度の職員の研修は、派遣研修として福井県自治研修所での階層別研修
や専門研修に延べ 161 人を派遣しました。
　また、庁内研修では、男女共同参画社会や女性活躍社会の推進のため、男性職
員の育児休暇取得推進を図るための男女パートナーシップ講座や各種ハラスメン
ト防止のための研修を実施したほか、令和元年度から職員の資質向上を目的とし
た市独自の研修として、マナーや接遇、コミュニケーションに関する研修を行い、
その実践の場として総合案内窓口業務実践研修を併せて実施しています。

(2) 懲戒処分の状況
　懲戒処分は、職務上の義務違反などに対して行う制裁措置のことです。

※ 会員数：370 人（令和３年 3 月 31 日現在）

　   職員の研修の状況

　   職員の勤務条件の状況

　   職員の分限および懲戒処分の状況

項　目 一般健康診断 人間ドック がん検診 ストレスチェック
受診者数 456 人 40 人 延べ 580 人 458 人
費用 2,731 千円 350 千円 1,143 千円 706 千円

収入総額 2,164 千円
会費 1,763 千円
繰越金など 401 千円

支出総額 1,515 千円
都市職員体育大会助成 0 千円
元気回復事業 448 千円
慶弔給付など 1,067 千円

(1) 福利厚生制度の状況
　地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他福利厚生事業に関する事項について計画を立て、実施するよう地方公務員法
第 42 条に定められています。市では、職員の福利厚生事業として、生活習慣病予防検診やがん検診、ストレスチェックのほか、
人間ドックの助成などの健康管理事業を実施しています。また、職員の互助組織である「あわら市職員互助会」において、都市
職員体育大会助成や元気回復事業、冠婚葬祭に際しての給付を行っています。

(2) 公務災害補償制度の状況
　職員の公務上の災害に対する補償は、地方公務員災害補償基金福井県支
部に加入し、実施しています。令和２年度は、公務上のけがによる申請が
３件ありました。

　   職員の福祉および利益の保護の状況

① 令和２年度の各種検診の受診状況 ② 令和２年度あわら市職員互助会の決算状況

勤務時間   8:30 ～ 17:15
休憩時間 12:00 ～ 13:00

(7) 一般行政職の級別職員数の状況
（令和３年４月１日現在）

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１級
主事 31 人 14.7％
技師 ２人 1.0％

２級
主事 45 人 21.3％
技師 ４人 1.9％

３級 主査 53 人 25.1％
４級 主任 10 人 4.7％
５級 課長補佐 34 人 16.1％

６級
参事 ３人 1.4％
課長 19 人 9.0％

７級
理事 ２人 1.0％
部長 ８人 3.8％

計 211 人 100％
※ 一般行政職は、税務職、看護・保健職、福祉職、企業職、技能労務職を除いた職。

４.
５.

６.

７.

※ 公費負担は、平成 27 年度に廃止。
※ 令和２年度の都市職員体育大会は、新型コロナウイルス

感染症の影響により中止。11 10
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